
＜経営指標＞

２．課題

　

（※地方公営企業法　非適用とは，公営企業でありながら，資産等の概念はなく，現金による収入または支出を基準とする普通会計と同様の処理。）

公共下水道事業地方公営企業法　非適用
※

住民基本台帳人口（人）:A 下水道処理区域内人口（人）：B

下水道事業

経　営　戦　略（概要版）
広島県　三次市(平成２８年４月１日現在）

業務名 業種名 事業名 事業着手年度

＜汚水処理人口普及率が低い＞
・汚水処理人口普及率※が全国平均の８９．９％より平成２７年度末で７５．
８％と低い。
（※汚水処理人口普及率とは，公共下水道，特環，農集，特排及び個人浄化槽の処理区
域内人口の合計を住民基本台帳人口で割った比率で，事業別では公共下水道:29.6%，
特環:7.9%，農集:12.6%，特排:2.1%，個人浄化槽：23.6%）

＜将来の使用料収入の減少＞
・国立社会保障・人口問題研究所の平成２５年３月の発表によると，平成２
２年国勢調査を基にした将来推計人口は，平成２７年度末の５３，９３1人
が，平成３７年度末には４８，４０1人となる見込み（１０．３％減少）である。ま

た，市民の節水意識の高まりや節水器具の普及により，有収水量※の減少
に伴う使用料収入減が予想される。
（※有収水量とは，処理場で処理された汚水量のうち，使用料収入の対象となった水量）

・水洗化率は全国平均９４．７％に比べ平成２７年度末７０．３％と低い。

＜維持管理コスト，更新コストの増加＞
・施設の老朽化により，今後，維持管理コスト，更新コストが増加する。

＜適正な使用料の設定＞
・経費回収率が低いことや，下水道使用料体系が事業間（公共・特環・農
集）による差が大きいため，負担の公平性が求められている。

＜下水道整備の方針＞
・第２次三次市総合計画にある汚水処理人口普及率８４．０％（平成３５年度）達成をめざし，今後１０年間の整備計
画を立て具体化させる。
・整備が遅れている地域においては，公共下水道整備計画の見直しや浄化槽での対応も検討する。
　
＜下水道の維持管理と水洗化の推進＞
・施設の最適更新計画を平成３０年度に策定（予定）し，適切な維持管理と維持管理コストの平準化を図る。
・公共用水域の水質浄化の推進のため，水洗化率７０．３％にプラス１０ポイントの向上が達成できるよう接続促進の
戸別訪問活動を強化する。

＜安定した経営基盤の確立と持続可能な事業への取組＞
・平成３１年度から公営企業会計に移行（予定）し，中長期的な視点に立った計画的な経営基盤の強化と，財政マネジ
メントの向上に取り組み，事業間（公共・特環・農集）使用料体系の公平性を考慮しながら使用料の適正な水準を検討
する。

1. 現状

３．経営の基本方針（平成２９年度～平成３８年度）

三次水質管理セン
ター

平成１２年　４月 8,150

三良坂水質管理セン
ター

＜施設・管路＞

平成１４年１０月 900

中継ポンプ　３５箇所

管路延長　１１６km

「経費回収率＝料金収入／汚水処理費
※
」

運転開始年月 処理能力（㎥／日最大）

平成２年度

接続人口（人）:C普及率：B／A（％）

16,107 29.6 11,324

施設名

平成２８年４月１日現在

54,324

（※汚水処理費＝汚水処理にかかる維持管理費と地方債償還金・地方債利息）

経営戦略　次回更新時期

平成３１年度（予定）

1か月　20ｍ3当たりの下水
道使用料(円)：税込

2,93770.3

水洗化率：C／B（％）

供用開始年度

平成１２年度

H27 H28 H29 H30

三次市 79.09 68.98 72.93 78.52

類似団体平均 72.33

（決算値）  

（予算ベース）  
（予算ベース）  

（予算ベース）  
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 ①経費回収率(％)  

【H27 全国平均：98.53】 

H27 H28 H29 H30

三次市 8,429,869 7,651,144 7,150,301 6,628,329
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②地方債残高（単位：千円） 
    


